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住友陽文事

要約

本稿は、 1923年に大阪市社会部調査課によって作成された『余暇生活の研究』をもとに

して、日露戦後から第1次大戦後における都市官僚の労働者観を把握することである。

本論では、第1次大戦期に増加した労働者の余暇がいかなる内実をもっていたのかをま

ず明らかにし、そのことが当該期の労働問題とL、かに関わるのかを探ってみたい。

続いて、労働者の余暇問題をめぐって、都市官僚が労働者をいかなる方向へ善導しよう

としたのかという点を考究するとともに、 L、かなる方法によってその善導が達成されるの

かという点にも論及するであろう。その際、日露戦後から顕著になる都市における公共教

化施設の整備に着目して、その機能と労働者の善導の問題を究明してみたい。そこで、は、

地域名望家(=いわゆる「予選派J)による極地的利益に対抗する都市官僚の広域的・全階

層的公共性を都市行政遂行の論理として位置づけられていることが確認されよう。

最後に、都市専門官僚制の確立の問題に関わって、都市行政の断行と労働者統合との連

関の位様を浮彫りにし、都市官僚がいかなる市民を基盤として自己の正当性を獲得しよう

としたのかという点を見通してみたい。そしてそのような大都市における専門官僚が、資

本とも国家とも異なる自律的な論理をもって労働者の「市民」化を構想していたという仮

説を呈示した。

* 日本学術振興会特別研究員
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1.問題の所在

本稿の課題は、「余暇の規律化」という問題を媒

介にして日露戦後から第1次大戦後における公権

力による労働者統合の一側面を明らかにしようと

いう点にある。しかしながら、もとより本稿は、

こういった統合の実態を実証的に解明しようとい

うものではない。むしろ都市行政権力の理念に関

する若干の仮説を呈示することによって、近年の

日本近代都市史研究に対して新たな問題の提起を

なさんとするものである。

およそ余暇、つまり非労働時間という、資本や

公権力が介入しそうにない労働者の自律的領域に

おいて統合の問題を論じるわけであるが、都市が

膨張し公共需要が累増することによって、都市と

いうものが市場社会の単なる外延的発達の上に成

立した、膨大な労働者を受け入れる地理的空間で

はなくなり、政治的主体として自覚化した住民が

公共事業によって醸成される「思恵」の享受を媒

介にしてのみ「都市の住民」であることを認識す

るような地理的空間に推転していくとき、まさに

その非労働時間すなわち資本の支配の一定及ばな

い自律的領域というものが逆に、都市住民が「市

民」として地方自治と関わっていくべき時間とし

て立ち現れてくるのである(ここでいう「市民」

とは政治的主体としての公民とL、う意味をもたせ

ている〉。

以上のような仮説に立ってみるなら、従来の労

働問題研究の一分野である労働時間研究(内海義

夫・氏原正治郎・山本潔氏の研究がある〉を都市

支配論として考察していくことも可能なように思

える。その場合、ここでは労働者の都市公民とし

ての人格陶冶が公共施設の整備如何によって規定

されていたという点に注目しつつ、労働問題と都

市行政権力の理念とをからめた都市論を不十分な

がら呈示してみたい。

2. 日露戦後~第 l次大戦後の労働問題と

労働者の自律化

1 )労働者の「自律化」

日露戦後から第1次大戦後に至る労働問題は、

労働者の人格養成という点に集約されるものとし

て位置づけられることができる。難産の結果1916

年に施行された工場法が、一つには長時間労働が

労働者の教化活動の障害になっているとの一部資

本や国家官僚からの声を背景に制定された事実、

それとともに工業界から職工教育論が喧伝されて

きた事実、「債務奴隷」的雇用関係が重工業大経営

で解体され労働者人格の一定の容認に基づく近代

的雇用関係が形成されてきた事実などはそのこと

を裏付けている。

ところで、工業化だけに限らず高度な経済成長

の前提には、国民者修品に対する欲求が労働者の

生活水準向上意欲を喚起し労働供給を嵩上せしめ

ることが必要であった CJII北稔『工業化の歴史的
前提.IIII章11)。第 1次大戦期から1920年代は、我

が国では「職工成金」とし、った言葉が流行したよ

うに国民の消費水準が最も急激に上昇した時期で

あった。とくに1920年代になると 1人当たりの実

質消費支出は通信・交通・光熱費が日露戦後(1905

年)に比べ2-2.4倍の増加をみせるが、意外と被

服費や教養・娯楽費に対する消費支出が急増しは

じめていることは注目してよし、(被服費2.0倍、教

養・娯楽費2.1倍、ちなみに食糧費1.5倍、全体で

1.6倍、大川一司他編『長期経済統計6D。

こういった状況に加えて、日露戦後以降の労働

条件とりわけここで問題にする余暇が増加したこ

とは特筆しておく必要がある。三輪泰史氏がすで

に指摘している点と重複するがcr一九二0年代に
おける労働者の生活文化」く『歴史評論.1477号))、

行論上再度確認しておこう。第 1表は1901年から

1925年までの主要産業における所定労働時間の推

移を表したものであるが、日露戦後から第1次大

戦後にかけて労働時聞が1時間弱から 1時間半短

縮されているのが判明する。とりわけ重工業部門

で時短がより達成されていることが看取できる。
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また第2表は1924年の大阪市における産業別所定

労働時間であるが、染織工業でやや長いものの、

他はほぼ9割の工場で10時間以内の労働時聞を達

成し、 6割から 7割の労働者が9時間以内の労働

時間であったことが読みとれる。しかも 8時間以

第1表 主要産業の所定労働時間の推移

産 業 1901年 190射手 192訟手 192出手

時分 時分 時分 時分

議(警 藤属
11.00 10.30 9.54 
10.15 10.30 9.32 9.50 

金 10.30 12.00 8.58 ;{自 11.00 10.30 
11.00 11.00 
11.30 11.00 
11.30 13.00 
11.45 12.00 
13.00 12.00 

製 11.10 10.29 
飲 食

物業
ー 10.35 

雑 工 ー 10.12 
特別工業 ー 10.27 

(i鵠強要語講義4謹

内の労働時間にまで到達している工場はほとんど

が300人近い労働者を擁する大経営であった(さら

にこのような大経営では週休1日制がほぼ確立し

ていることも銘記しておきたし、)。

2 )余暇利用の多様化

如上のような第1次大戦期にみられた国民の消

費志向の高まりと労働条件の改善は、当然のこと

ながら労働者の余暇文化が開花することを意味し

ていた。尤も余暇が増えるのは労働時聞が短縮さ

れることにばかり起因するのではなく、山本潔氏

が指摘するごとく理論上は生理時間や家事時間の

切り詰めによっても起こりうる n日本の賃金・労
働時間D。つまり、労働者の奪修品欲求や娯楽部
門への消費欲求が向上することで、労働者の休息

時間、必要最低限の生活時間といった労働力の再

生産を可能にする時間が圧迫されていくわけであ

る。また一方、生活難問題と関わって、生活費が

圧迫されて生活水準が相対的に減退することも考

えられるが、労働者の娯楽時間によって生理時間

や家事時聞が圧迫されていたこと、娯楽的消費が

生活費を圧迫していたことが実証的に明らかにで

きない以上、ここでは敢えてそのことは問わない

第2表 大阪市における業態別所定労働時間(1924年)

染織工業 機械・器具工業 化学工業 飲食物工業 雑工業 特別工業

工場数 労働者 工場数 労働者 工場数 労働者 工場数 労働者 工場数 労働者 工場数 労働者

7h以内
(0) (0) (0.4) (0.415 ) (0.9) (36.70) 1 (4.0) (71.859 ) (0.6) (45.518 ) 

8h以内
(3.5) 

341 41 1(560，1.819 ) 25 314 ，130 5 
(26前.6)2 (7.31) 2 (12雪?(72.78 ) (517.920 ) (0.7) (17.2) (11.4) (14.1) (20.0) 

9h以内
(17.725 ) 3(8.4.877 ) (37.80) 1 (728.4.769 ) (37.80) 1 (idg (36.09 ) 922 (36.509 ) (i投j(9.1) (101.46) 0 (383.52) 7 

10h以内 60 259，4.70 1 86 619 ，314 86 72，1. 40 6 75 (454.9.308 ) (42.6) (49.0) (39.3) (19.9) (39.3) (32.3) (24.0) 02.9) (45.8) 
l1h以内

(29.48) 2 2(41i6.81) 1 (10.02) 2 {s?!? (10.02) 2 !di? (12.03 ) (14お.4)4 (7.3) (57.423 ) (18.2) 2 (385.493 ) 
12h以内 7 994 3 139 3 147 1 53 2 

(01.927 ) (5.0) (1.9) (1.4) (0.4) (1.4) (0.7) (4.0) (2.1) (1.2) 
13h以内

(0.7) (0.314 ) (1.83 ) 
132 
(1.0 

14h以内 50 ー
(0.7) (0.1) ー

iロh三:-1ト 141 51，988 238 31，735 219 22，146 25 2，527 1倒 13，502 11 1，543 

内線話会薄手諸島il~'勝手地調査眼JJ (畑制告知 1明日頁より械。
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でおこう。

大阪市内の歓楽街は、 5大歓楽街と呼ばれた道

頓堀・千日前・新世界・九条・天満が代表的であ

る。例えば近世の非人の居住地であり、刑場・墓

地でもあった千日前は、 1877年に歓楽街として形

成され見世物興行の地となった。日清戦後には活

動写真が導入され見世物小屋も14軒存在し、小屋

の周辺には弓場や射的場などの遊戯場や飲食庖街

が形成され、大阪市における一大歓楽街へと成長

していった。また1903年の第5囲内国勧業博覧会

の跡地に1912年に形成された新世界は、天王寺公

園柵外地を娯楽場として整備しようとする市当局

の意を受けて、大阪土地建物株式会社が2万2千

坪を市と貸借契約して経営したものであったa大
阪百年史』、『新修大阪市史』第5巻〕。

1921年現在で大阪市内には126の輿行施設が存

第3表 大阪市男子職工 (20才代)の休養・娯楽お

よび「教化J

業務終了後
休日

昼間 夜間

14 53 31 

iiij 

48 56 68 
4 19 226 

27 246 (8. 
5 

22 (0 68 45 
4 (0 62 

140 2(4 49 (1 60 

調査対象 719 (400) 719 (400) 719 (400) 

?事i H3l4j 507<17.6 62 (2.2 
62 (2.2 136 (4.7 9 <0.3 
o (0 o (0 1(0.03 

調査対象 719 (400) 719 (400) 719 (400) 
←一一--L司ー

在し、九条で最大の18の施設を有していた。これ

らの歓楽街で、は寄席の数が最も多いが、中には千

日前のように活動写真の施設が8もある歓楽街も

あった(大阪市社会部調査課編『余暇生活の研

究.J)。

では当該期の労働者たちはいったし、余暇を如何

に利用していたのか。これも三輪氏の指摘すると

ころであるが、厭わず再説しておきたい。第3表

に見るごとく、大阪市の20歳代の男子職工たちは

主に仕事のあとは休息をとるか、囲碁・将棋や季

節によっては花見を行ない、休日には芝居や寄席

を堪能したり、活動写真を鑑賞して余暇を消費し

ているようである。また意外なことであるが、仕

事後には読書をしたり夜学に通って勉学を行なっ

たりもしているようである。これは農村・都市を

問わず、日露戦後以降格段に青年の向学心が向上

するとともに教育水準が高まり、大阪市社会部調

査課が明らかにしているようにこの時期の都市へ

向かう青年の10人に 1人が勉学の希望を理由にし

ていることと軌をーにするものと推察される。尤

も出郷の理由としては経済的理由を別にすれば、

「都市生活を好むJという理由が多いのだが、こ

れはとりもなおさずこの時期の労働者の娯楽志向

を暗示しているではないかa労働調査報告j第9
輯、なお、大門正克「近代日本における農村社会

の変動と学校教育」く『ヒストリア.l133号〉もあわ

せて参照されたし、)。こういった青年たちを裾野と

して当該期の都市労働者は案外多様な余暇の利用

方法を持っていたといえよう。

3.都市生活における余暇と規律化

1 )余暇と労働

日露戦後から第1次大戦期にかけて一定の労働

者の自律化傾向が見られたといってよいが、これ

らは社会政策的には労働力保護すなわち労働能率

を向上させようという意図に基づくものであった

し、事実この時期の労働時間制限、労働者の自律

化促進に対する積極的賛同意見が労働力保護に

あったことは周知のことに属す。
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男

女

教

第4表余暇利用に要した費用の比較

(1921年2月某日)

区分 調査人数 守男詩 gq正会
工 200 143 1.03円

(71.5%) 
工 200 102 0.27 

(51.0%) 
員 76 

(43.433 ) 
1.77 

会社銀行員 158 78 1.7Z 
(49.7%) 

商 人 122 
(44.3g54 ) 

3.31 

(出典)大阪市社会部調査課編『余暇生活の
貯JJ (蚊堂書房 1鵬)2噸より作

ここで第4表を見ょう。 1921年2月のとある日

に大阪市内のどれだけの労働者が余暇にどれだけ

の費用を要していたのかを示す表である。これを

見ると一目瞭然、職工なかんずく男子職工が余暇

に費用を使うケースが多いことを示している。逆

に教員・会社員・銀行員といった新中間層や商人

層では、費用を要した余暇の利用の仕方は半分に

も満たない。だが、実際費用を要した者の平均で

は商人層が最も多く 3円30銭ほどで、職工クラス

は最も少なく男子で1円、女子で30銭ほどであっ

た。職工たちは金を使う余暇の利用の仕方はする

が、少ない費用で用を足していたことになる。

ではこれほどの金で何ができたのか。 1920年ご

ろでは、道頓堀の浪花座・中座・弁天座・角座の

芝居鑑賞は平均約1円50銭で、朝日座の活動写真

が約60銭(活動写真としては若干高い〉であった。

また千日前では芝居の劇場はないが、やはり活動

写真が約50銭で、寄席が約30銭であった。またこ

の当時天井が1杯30銭、盛りかけソパが10銭、と

んかつが15銭から20銭であったから、男子職工で

活動写真を見たあとソパととんかつを食べ、国鉄

の初乗りが5銭であったから、 1駅分往復できた

わけである。最も多くの費用を使った商人層は道

頓堀の劇場で特等の席で芝居を見たあと食事がで

きてオツリが出たようである。

こういった労働者の消費志向の存在にも拘ら

ず、当該期の都市化の速度は、余暇の増加をして

労働生産性向上のための処方筆たらしめるには至

らなかった。少なくとも後述するように都市官僚

にとってはそう認識されていた。つまり、“労働者

の自律化は労働能率の向上につながる"といった

牧歌的な状況を許さなかったのである。まずもっ

て労働運動の激化や米騒動などの都市民衆騒擾の

惹起、それに生活難が最大の都市社会問題になっ

ていき、労働者が階級として自立化し、モノであ

ることを否定して資本家と同じ市民社会を構成す

る人間としての人格承認をブルジョワ社会に迫っ

てきたのである。すなわち、非労働時間の利用は、

現実には労働能率の向上に直接結びついて、モノ

としての労働力を所有する「市民」へと労働者を

体制内化するのではなく、前述の通り都市中心部

に形成された歓楽街での余暇の消費を通して余暇

利用は商品化された分野に集約されていくので

あった。かかる余暇利用は、商品化されているが

故にいっそう労働者の消費意欲をかきたてて、生

活水準と消費水準とが緊迫した状況にある工場労

働者にとっては、それは奪修的生活を意味して

いったと思われる。したがって、歓楽街の娯楽性

が高まれば高まるほど労働者の箸修品欲求は喚起

され、いっそう彼らの生活難を深刻化させること

を意味していたので、ある。

2 )積極的余暇付与の論理

こういった都市労働者の生活問題を当該期の公

権力の側はどう見ていたのか。都市計画法が1919

年に公布され、大阪市でも市区改正など本格的な

都市計画が展開されていた時期、大阪市社会部調

査課が労働調査報告19号として1923年に作成した

『余暇生活の研究』によってみておきたい〈断り

のない限り全てこの史料からの引用である)。大阪

市社会部調査課(この時の課長は山口正)はここ

で、大阪市内の5大歓楽街の娯楽施設や興行施設

などを分析したあと、労働者の娯楽としては「高

級」であっても「低級Jであってもならず、「通俗

的」で廉価でなければならないし、ある程度の教
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養的趣向が必要で、“安かろう、悪かろう"であっ

てはならないと指摘している。しかし、その上で

労働者には、快適な労働生活を送るために積極的

に余暇を付与することに遼巡があってはならず、

さらにその上で余暇生活の充実が肝要であると主

張している。

では何故余暇の付与が必要なのか。今少し彼ら

の論理に踏み込んで考察しておこう。彼らは、余

暇と労働との健全な関係が労働意欲の有無によっ

て大きく規定されていることに注目して、労働意

欲が減退するのは労働者が「単に不快と苦痛を感

ぜしめっ、も猶パンのために巳むを得ず労働を続

けなければならぬといふ脅迫観念に支配」されて

いるためで、あるとし、その結果、余暇は「不快と

苦痛」を忘却するためのものとなって「堕落した

官能的唯物的」な余暇ゃあるいは「感覚的刺戟の

強烈なる享楽」に労働者は没入することになろう

と警告している。このことから、「不快と苦痛」を

感じせしめない程度に「労働状態が改善せらる、」

必要を説くのである。余暇は単なる生理活動を行

なうためのものだけでなく、「人間として生活せし

むる時間として特に重要なる意義を有する」ので

あった。

さらに、余暇利用の方法が改善されるならば、

「分配の状態は同一であっても」、「実質的に分配

が改善せられたものと云ふこと」が彼らの論理で

は可能であった。すなわち、余暇が少ないことに

よって余暇が衣食住といったいわば「自然的生活」

のみに消費されることは免れず、労働は食うため

の巳むを得ないものとなる。したがって労働意欲

が減退し、労働によって自己の生活水準を向上さ

せようという意欲もわかないから、労働者人格の

陶冶にも関心が向かない。だから余暇の利用は必

然的に低俗化し、その結果余暇の規律化が不可能

となって、民衆生活は「実質的」に悪化すること

になるというわけである。

こういった余暇と労働との悪循環的関係は、『余

暇生活の研究Jで、は余暇の積極的増加によって改
善されると認識される。すなわち、余暇が増加す

ることによって余暇が衣食住以外の「文化的生活」

のためにも消費されるようになり、したがって労

働は自発的営為となり、労働意欲が向上し、労働

者は労働者人格の陶冶にも関心を向けることにな

る。そしてそのために余暇の文化的利用が進んで

必然的に余暇の規律化が可能となり、その結果民

衆生活が「実質的」に向上されるというので、あっ

Tこ。

“風が吹けば桶屋が儲かる"式の上のような論

理は一見複雑な論理構成をとっているようで、実

は単純な理屈であった。だが余暇が増えても労働

者がその剰余的な余暇時聞を「文化的生活」のた

めに消費するかどうかは、つまるところ労働者自

身の「良心J=自律的な人格によっていたとも言え

よう。

3 )労働者の自律性と余暇の規律化

なるほど、余暇が積極的に付与されると労働者

の自律化はより進行する。しかし、先にみたよう

に労働者生活の「実質的」向上のためには、余暇

の増大を伴ったうえで余暇の規律化が必要となっ

てくるのである。けだしここで厄介なのは、労働

者が余暇を如何に使おうとも、その使い途は労働

者の「良心」如何にかかっているのだから、結局

は労働者自身の自律性に問題が帰結していく点で

あった。つまり、「パンのために巳むを得ず労働を

続けなければならぬといふ脅迫観念に支配せられ

て労働するならば如何に民衆教化に努力するも余

曜利用が堕落した官能的唯物的のものとなってし

まう」のである。かくして、労働者の自律化が進

行した余暇とし、う時間的空間において逆にその自

律性を律すること、つまり余暇の規律化というこ

とがここに至って重視されてくるのであった。

生産活動を有意義なものとするためにも、「消費

享楽」を目的において「高尚Jならしめることが

肝要とされたので、あった。それは、先述したよう

に「消費享楽」が生産活動の手段となれば、「不快

と苦痛」を感じる労働を忘却するための地位にそ

れが堕落し、却って「民衆生活」は「官能的」に

なるからであった。だから娯楽を高尚ならしめ、

その「消費享楽」のために労働者が日々生活を送

れば労働も苦痛であることを止め、労働が人生の

創造的活動となるのであった。
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第5表大阪市における主な公共文化施設

施設名 開館年 備 考

天市中王央立寺博公公会物会堂館堂 111999011MM射手手手
191稗に中之島から移転

内国勧業博覧会の美術館を

市立図書館 1921年 改御阿・蔵造跡座・西野田・清ず水れ谷もd・
にあり、ぃ 、

北王市寺市民民館館ー||192昨1年|公初代園地館長内はに建志賀つ志那人
天 192

4.余暇の規律化と都市「市民j

1 )公共的教化施設の機能

では、娯楽の「高尚」化、換言するなら余暇の

規律化は何によってもたらされるのか。それは、

大阪市社会部調査課によると、時代の流れに敏感

で、文化的で、しかも物質的豊かさの中から生ま

れる「精神的要求」を満たしてくれる「公共的教

化施設」であった。

公共的教化施設とは例えば、図書館・市民館・

公会堂・博物館・公園などのようなものであった。

これらの大阪市における主な整備状況は第5表に

示したごとくである。

この中の市民館はそもそも貧民教育を主眼にお

いてセツルメント的な役割を期待されて建設され

たものであった。実際、北市民館の開館当時の館

長は、 1920年代以降の大阪市の社会事業の理論的

牽引者の 1人でのちに大阪市社会部長になる志賀

志那人であった。この北市民館の設立趣意書には、

“市民の福利増進のための社会的施設と文化的施

設とを兼備したのが市民館である"との趣旨が述

べられており、文化的施設の機能としては市民に

対する教化と共同娯楽の遂行とをあげている(柴

田善守「解説Jく『社会福祉古典叢書八 山口正・

志賀志那人集.1))。このことから、市民館は必ずし

も下層社会のみに対応したものではなく、労働者

層を含めたもう少し広汎な都市住民に対応したも

のであったといえよう。また北市民館は1921年6

月設立以来、社会問題をテーマにして講演会を開

催しているが、そこに参加した人の内訳を見ると、

労働者・俸給生活者が3割、学生2割、雑業者1

割、無職者1割というような状況になっていた。

このことからも市民館は労働者や住民に対する総

合的教化施設であったことが窺える。

また、公園の整備は1873年 1月15日付の「古来

の勝区名人の旧跡等是迄群衆遊観の場所(略)は

永く万人借楽の地として公園と」定めよという太

政官布告第16号によって始まり、以後国家と地域

行政主導の下に各地で公園が族生されてくるので

ある。これは、日露戦後に留岡幸助・井上友一・

中川望といった地方改良運動を指導した者たちが

主張したように、公共的保健施設としての機能ば

かりでなく、文化的快楽を人民に享受したり、公

園内に設置された史蹟や記念碑によって人民の感

性に訴えて社会的訓育を行なうという、民衆教化

施設としての機能が重視されていたa人道.116号、
拙稿「史蹟顕彰運動に関する一考察jく『日本史研

究.1351号))。また大阪市社会部も、「公園は市民

の肺臓であるといふ語の如く市民の遊歩場である

と同時に(略)唯一の楽園として都市生活にとっ

て極めて重大な意義を持って居る」と述べていた。

かかる意味においては、公園と並んで動物園や植

物園なども同様の機能を兼備していたともいえ

る。ともに都市住民の「娯楽休養の機関」として、

また「教化資料」として機能すべき公共施設なの

であった。

そして大阪市においては第 6表に示したごと

く、日露戦後から第 1次大戦期にかけて公園が

いっせいに設置され始める。

このような公共的教化施設は翻って考えてみれ

ば、極地的地域利益の要求対象にはなりにくい。

例えば、大阪市内の各学区では土着の都市名望家

たち(彼らは予選派と呼ばれていたことは周知の

ことである〉は地元の集票につながる地域利益の

みを代弁し、第1次大戦期には「彼等は役員の選

挙や小公園の取合には必死となりて奔走するも、

電力の供給や、築港完成等の大問題には案外冷淡

にして」云々と榔撤されるようにa大阪毎日新聞』
1917年5月16日付、松下孝昭「大阪市学区廃止問

題の展開J<r日本史研究J1291号))、公園にしても
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第6表大阪市内の公園整備状況 (-1923年)

名 称 面積 設 備 設置年月

大 天王寺公園 49，75似翠
競バテ技ニレ場ースポ、コ武}ー官ルト殿、・バ各、奏種ス楽運ケ動堂ッ、器ト公ポ具会ール堂、・

190射手10月

中之島公園 20，196 1915年3月
公

競公テ会走ニ場堂ス、、コ水各ー種泳ト場運、ス動、ケ器テー具ニトス場コ、ー奏ト楽、堂各、
淀川公園 20，000 1923年3月

園 種運動器具
ーーー ーーーーーーーーーーーーー ーーー--ーーーーーーー ーーーー一ーーーーーーーーーー四『一ーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーー

清西水野谷田J小J公園 376 各種運動器具 1 9 1 77年年10月
公 、公園 801 向上 1917~12月
園 北野小公園 419 向上 1917年12月
兼
御阿九蔵波条座跡小小IJ公園

519 向上
19111群88年年手3月

運動
公園 1，006 向上 191~3月
、公園 418 同上 191~3月

場 西九条小公園 2，061 
競同上技場、各種運動器具

191群手3月
木樟:jll小公園 704 192群手3月
『ーーーーーーーーーーーー ーーー『ーーーーーーーー ーーーーーーーーー申ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー由申 ー--明暗._------

街
築日制港橋遊街園園

5，000 テニスコート、各種運動器具 1917昨年12月
園 250 一 191~3月
新世界街園 沼6 192浜手3月

J蹴み陵社会欄査課編『余日腔活の研究.11 (弘噛房 1鵬)139 

「小公園」の設置要求はするが、より広域的・全

階層的公共性を有する大公園の整備には否定的で

はないにせよ消極的であったことは否めない。事

実、前出第6表に示された公園の中で設置が市会

議員の側から建議されたことは1度もなかった。

学区廃止問題のように、公園設置問題が議員の存

立条件を左右するものではなかったこともあっ

て、公園設置をめぐっては党派別にクリアに割り

切れない部分もあるが、概して、予選派系の市議

は市当局側から提出された小公園の設置案には支

持する姿勢を見せ、大公園の拡張には消極的であ

り、逆に地域利益を相対化した立場から予選派と

対立していた市民派と呼ばれていた市議たちは、

小公園の設置には反対の姿勢を見せ、大公園の拡

張には積極的に支持を送る傾向にあったと言って

よかろう a大阪市会史j8巻、 12巻、 16巻〉。
つまりかかる公共施設は都市名望家たちによっ

て整備されていったのではなく、他ならぬ都市官

僚(とりわけ都市化と公共需要の増大にともなっ

て登場してくる都市専門官僚〉の主導の下に整備

されてきたものであった。 1917年 4月に大阪市に

都市改良計画調査会が助役関ーを委員長として設

置され、都市改良計画の「根本的調査ノ要綱及街

路系統ヲ研究審議」し、その一部を発表している

が、そのなかで、住宅・交通・港湾・街路などと

ともに遊園・公園の調査を緊急調査事項として取

り上げ、公園の整備の不十分さが指摘されている

a都市計画要鑑』第2巻大正11年刊の。公園
などに代表されるような公共的教化施設は、階層

的にも地域的にもきわめて広域的な公共性に対応

するものとして、ある意味では当該期の偏狭的な

地域利益といった限られた公共性に対置するもの

として、都市官僚の側から提示されてきたもので

あった。

ではなぜ、都市官僚たちはかかる公共的教化施

設の整備に傾注してきたのだろうか。それは、社

会政策的立場から、公共的教化施設が最大多数の

幸福を保証することによって全ての階層の都市住

民を扶助して社会に慰安と安寧をもたらすことが

できるからであり、それが都市公共団体の義務で
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あったからである(主観的には)。公園や動物園な

どの公共的教化施設は大阪市社会部調査課が述べ

るように、「莫大の費用を投じて経営」すべきもの

であり、「広大なる地域を擁し」、その「目的が共

同使用にあるが故に殆ど国家又は公共団体の経営

に属する」のであった。これは、「道路を完成し上

下水道を設備する伝統的仕事以外に市民の余暇生

活を善導するといふことも重大なる公の職能の一

つ」となるとL寸前提に立つなら、当然のことで

あったといえる。すなわち、都市化が進行し、労

働問題が社会問題化する日露戦後から第1次大戦

期にかけて、都市公共団体は労働者の慰安と安寧

の公的保証を主体的に行なうことによって社会問

題を解消し、延いては極致的な利益要求にこう

いった広域的・全階層的公共性を対置して公共団

体の役割を増大することにより都市行政権力の強

大性を確立させようとしたと考えられる(都市専

門官僚制については例えば小路田泰直『日本近代

都市史研究序説』参照)。そしてこういった公共団

体によって経営される娯楽施設の整備を通して、

労働者の余暇の規律化の条件が完備されていくの

である。

2 )労働者人格の陶冶と公共団体の役割

以上のように余暇の規律化の必要性が公共的教

化施設の整備というかたちをとって都市官僚の側

から主張されてくるわけだが、その規律化を左右

するのは先にも述べた如くやはり労働者自身の自

律性にかかってくる問題であった。ところが、公

権力や資本の側から付与された自律性でも自律性

に変わりはなかったから、公権力や資本の側は労

働者のその自律性に何らかの担保を必要とする。

労働者の自律性が公権力・資本にとって信頼する

に足るものとなるための人格陶冶が改めて必要と

なるわけである。

第1次大戦期から組織化される企業内修養団体

や青年団・在郷軍人会の労働者組織化は1920年代

を通じて急激に進行する(西成田豊『近代日本労

資関係史の研究D。こういった場を通じて資本は、
労働者を当然近代的労働力として養成していくの

である。言い換えるなら、階級的人格形成を抜き

にした企業主義的人格形成が行なわれるのであ

る。そして第1次大戦後ごろから重工業大経営で

端緒的に終身雇用制の形態が形成され始めていく

のであった。

以上が資本の側の論理による労働者の人格陶治

の道であるとするなら、一方、公権力の側も労働

者の人格陶冶の道を持っていた。それは、第1次

大戦期に急増し始めていく修養団や報徳会といっ

たような地域に根をおろすような教化団体と先述

した公共的教化施設であった。修養団や報徳会の

組織化過程は赤津史朗氏が明らかにするところで

あるから触れないがa近代日本の思想動員と宗教
統制D、公共的教化施設については本稿の一つの
題材でもある故もう少し触れておく必要があろ

う。

先に市民館と公園について説明を行なったが、

公会堂も都市住民を教化する重要な施設に違いが

なかった。大阪市には公会堂が中之島(中央公会

堂)と天王寺(天王寺公会堂〉に存在したが、例

えば1921年中に大阪市の公会堂では414回の講演

会・講話会・展覧会・演劇等が行なわれ、延べ約

40万8千人の参加者を得ている。この中で「教化

的会合」の内訳を示すのが第7表である。これを

見ると、労働問題・社会事業・婦人問題・新市制

第7表 大阪市中央公会堂・天王寺公会堂における

「教化的会合J(1921年)

ア 一 マ 回数 参加人員

政談演説会 17 18，900 
労働問題講演会 14 15，250 
学生雄弁会 7 9，900 
社会事業講演会 10 9，110 
学術講演会 22 7，537 
政治経済商工業に関する遜俗講演会 8 6，735 
婦人問題誘演会 4 5，600 
精神修養講演会 3 2，950 
文化講演会 2 2，800 
新市制に関する演説会 3 2，550 
徴兵検査に関する講演会 1 2，500 
選挙講演会 3 2，480 
太平洋に関する講演会 1 2，000 
国体宣揚講演会 4 1，980 
教育問題講演会 2 1，600 

湾問援哲理i犠::;;:ヶ
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問題といった当該期の都市社会問題に関する講演

会が行なわれ、全体としては多くの参加者があっ

たことが確認できる。これらの講演会の詳しい内

容は今のところ知ることができないが、市の側が

労働者を含む都市住民に対して、当面する社会問

題に関する知識をむしろ積極的に普及させようと

していることだけは確かであろう。

3 )労働者の「市民」化構想

大戦後当時、内務書記官兼警保局保安課長で

あった河原田稼吉は労資問題に触れて、労資聞の

協調を回害する要因の一つに「労働者の知能の幼

稚なること」をあげている a斯民』第14編第3号
1919年3月)。労資聞の矛盾を労働者の「知能」の

問題として捉えている点が興味深い。また民力j函

養運動を積極的に推進した内務省地方局長の添田

敬一郎も労働者に対しては充分な訓練が肝要で、

訓練が十全になされた労働者こそが「正当なる要

求」を資本家や国家社会に行なうはずであるとの

予見を披歴しているa斯民』第15編第2号 1920 
年2月〉。これらの官僚に共通するのは、労働者の

社会に対する穏健化・従順化は労働者に対する教

育、つまり人格陶冶によって達成できるという認

識を堅持している点である。とするなら、労働者

に対する社会問題の知識普及は、むしろ労働者の

協調性や社会の一員としての自覚化をもたらすも

のである。この時期の公共的教化施設がかかる機

能を持っていたとするのは、以上の 2人の発言か

らいうとあながち誤りではなさそうである。

この時期の都市自治の重要なキ一概念は、「自主

独立」と「共同利益Jであった。例えば大阪市教

育会は次のように述べている。

夫れ人類の円満なる進歩を欲せば、各人の個

性を発揮するの必要を見る、而して個性の発

揮は偏に独立自主の精神の存養に依って達し

得ベし、然かも独立自主の人にして協同一致

するは団体生活の通義なれ(略〉都市は市民

の生活を托する所なり、其の整備と発達とは

市民の幸福なり、市民たるもの須らく愛市の

念を以て自己の抑遜して公衆に協同し、公共

の為に尽痔して善良なる市民たるの体面を保

持せざるべからざるなり(大阪市教育会編『大

阪市民読本.11923年〉。

ここからは「自主独立」が「共同利益」の手段と

され、都市の整備、すなわち「共同利益」の発達

によってこそ個人の幸福が獲得されるのだという

論理が展開されていることに注意しよう。「共同利

益」の発達を通じて個人の幸福を保証することは

公共団体たる義務であるかもしれないが、それは

個人が私的利益のみを主張するような「依頼心」

a大阪市民読本』の言葉)ある個人としてではな
く、私的利益を主張しない「自主独立」した個人

として「自立」していることが前提となっていた。

そしてその「自立」した個人とは、愛市心をもっ

て公共の為に尽力する主体、つまり「市民J(=公

民と言い換えてもよい〉でなければならないとい

うのである。

大阪市社会部調査課はこれらの点に関連するこ

とで、実は次のような重要な指摘を行なっていた。

然るに現代の大都市は等しく経験する市民の

愛市心の欠乏といふ悲しむべき事実がわが大

阪にも現はれて来て居る。この傾向は種々な

る原因にも基くであろうが第ーに人口の都市

集中なる事実の為め市民の構成分子の大部分

を市の土地に何等の愛着心を有しない人々を

以て組織しなければならなくなるといふこと

に存する。第二の原因として都市区域のあま

りに大なる拡張といふことを数へてなければ

ならぬ。(略)個人の社会化が現代社会問題の

中核であり其方法は多数に存在すべきも各都

市に於て其住民を市民化することは最も重要

な方法である。(略)公会堂が市民の公会堂で

あり而して文化運動の根拠である以上之を利

用して都市を離れたる若しくは離れ去らんと

する市民の心を惹きつける中心力たらしめ以

て愛市心の向上而して文化の発展に努力しな

ければならぬ。

住民がもし都市において単に居住する存在であれ

ば、都市と住民との関係は偶然性によってしか結

ばれないが、住民が都市事業に関心を寄せ、都市

に住むことによって量りがたい「快楽」という公

共的恩恵を得ることになれば一一つまりここでは
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都市と住民とは必然的関係によって結ぼれている

一一、彼等は「市民」となるというのである。

かくして労働者は、「市民」化することによって

自己が居住する都市に利害を持ち、都市社会の一

員としての人格を修得し、より一層の生活水準の

向上をめざして公共事業の公共性を確認すること

であろう。労働者が都市における政治的主体であ

る「市民」へと転化されるところに、この余暇問

題を媒介とした都市公権力の高度な意図が隠され

ていたのであった(また、これら善良なる「市民」

によって形成される公論が都市専門官僚制の正当

性を担保する〉。

そして「市民」創出の論理は、実は国家からも

少し距離をおいた地方自治体独自の論理であっ

た。元内務官僚であった東京市助役池田宏でさえ、

「中央政府の指揮命令に覇束され、何事も政府に

成るを仰がしむる迄に革命恐怖心に駆られて、中

央集権思想の弊に陥ゐった仏国の自治政に見るべ

くものなく」、「自主自治自重の主義を高唱して完

全なる独立自治を保障され、自主自重の責任に依

りて、自由の腕を奮ひたる独逸に自治経営の跡の

見るべきもの多」いという点を強調していたa斯
民』第17編第5号 1922年5月〉。つまり、都市の

公共団体構成員(=I市民J)が自治体の政治に関

心を持ち、ある時には主体的に関わることが可能

になるためには、その地方公共団体自体が中央政

府から非自立的な存在であってはならないという

のである。都市社会問題が山積みにされたこの時

期、都市住民、とりわけ国民のー構成勢力となり

つつある労働者階級を「市民」化していくことで

都市公共事業の受け皿を拡張し、強大な行政権力

の主導の下に都市計画を敢行してし、かなければな

らない至上命題を抱えていた都市公権力にとって

は、かかる認識は当然といえば当然であったかも

しれない。

かくして、 1920年代に入り都市社会問題に直面

した都市官僚制は、労働者の余暇の増大を創出し

て、一方では公共的教化施設を整備しつつ労働者

の「市民」としての人格陶冶を行ない、資本の論

理からも国家の論理からも一定自律したところに

成立する都市の労働者統合を意図していったので

ある。これらは大阪市社会部調査課という、ある

意味では巨大な官僚機構の中のミクロ的な部分に

分析を照射した結果の仮説であり、安易に普遍化

することは慎まなければならないが、しかし本稿

で述べてきたような問題の大きさを自覚すると

き、とても、“ミクロ的な部分である"では済まさ

れないように思われる。本稿に続く今後の研究に

期待したい。

5.むすびにかえて

本稿は、唯一の史料といってよい『余暇生活の

研究』を手掛かりに、第1次大戦後の大阪都市官

僚(彼等は都市行政を末端で担った下級官僚であ

ろうが〕の、余暇問題を媒介にするところの労働

者統合の論理を解明してきたわけであるが、これ

についてはまだまだ明確にすべき事柄が多い。例

えば本稿では大阪市社会部の都市官僚機構内部で

の位置づけを含む分析については行なう余裕がな

かった。おそらくこれらの問題についてはじっく

り時聞をかける必要があるように思われる。さら

には理論的には、「市民」とし、う存在と国民という

存在の重層性の内実把握という問題も明らかにし

なければならないであろう。

最後に本稿での仮説に基づいてさらに今後の課

題と若干の展望を述べて結びとしたい。

本稿では、日露戦後以来の労働問題が都市支配

の枠組の中で如何なる位置を占め、都市専門官僚

制の確立とどのように絡むのかという点にしぼっ

て仮説を呈示した。 1980年代以降、「政党政治」研

究においては普選体制と労働運動・農民運動との

関わり方に関心が移り、疑似民主主義的な普選体

制における社会政策の位置づけの問題、市民的権

利の問題が一つの具体的な論点になってきた(前

者では松尾尊先氏と小路田泰直氏との聞の社会政

策に対する評価の違いがあるし、後者では安田浩

氏の『一九二0年代の日本の政治』での発言〉。

本論でも触れてきたように、日露戦後以来の労

働問題の解決方法として、労働者に一定の自律性

と「市民」としての人格を承認して、官僚制的合

理性の中で労資聞の矛盾を解消していくという認
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識が都市公権力の側にはあった。そして社会政策

的な統合の有効性を認める者にとっては、労働者

ばかりではなく、資本の側の自覚を促して労働者

の人格を認めさせることを重視しはじめる。これ

は、本稿でも指摘したが、労働者にも政治的主体

としての「市民」同様の人格を認めて、こういっ

た資本による労働者の人格否定から救済するとい

う志向性が含まれていたので、はあるまいか。

もしそうだとすると、 1920年代の大衆社会化状

況というのは、一つは宮地正人氏が言うような、

普選体制の担い手として労働者を育成しつつ彼ら

のナショナリズムをくすぐりながら国民を形成し

ていくような国民主義的対外硬派的な道a日露戦
後政治史の研究Dと、もう一つは都市専門官僚制
を拡大再生産するための受け皿として労働者を育

成しつつ労働者の公権力依存志向を喚起していく

ような労働者の都市「市民」化への道があったの

である。

実は、これらの二つの道には融合しがたい溝が

あった。それは、私的利益の主張を原理的に認め

つつそれの統合の場として議会を重視していく

「政党政治」の論理と私的利益の主張を原理的に

は認めず、都市官僚の立案能力の冠絶性を旗印と

しながら都市公権力がもたらす全階層的・広域的

公共性の統合機能を重視していく都市専門官僚制

の論理との対立であった。この両者の対立は、果

たしてファシズム期にいたって如何なる展開をみ

せていくのかはこれからの課題である。

〔付記〕本稿作成にあたっては、奥村弘氏・布

川弘氏から重要な示唆を得た。記して謝意を

表したい。

〔補記〕本稿は1991年10月に聞かれた近代都市

史研究会と東京都立大学都市研究センターの

都市史・都市計画史との合同研究会で発表し

た内容をもとに原稿化したものである。
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This article analyzes the labor.policies ]apan's urban bureaucrats adopted after the Russo.]apanese 

War and followed until the end of W orld War 1. 1t is based on "Studies on Leisure Life，" a detailed report 

on how laborers spent their leisure time， prepared by the Research Section of the Social Affairs Bureau 

in the Osaka City Office in 1923. The report reveals that laborers spent their time after work and on 

holidays in luxurious ways， going to the movies or the theater， The Bureau asserts that laborers should 

be given as much leisure time as possible and spend it in inexpensive and popular， meaning public， ways. 

Too little time for leisure would only force them to rid themselves of the mental stress caused by work 

through sensual and vulgar kinds of entertainment. The urban bureaucrats thought laborers must 

positively undergo disciplined training to raise their cultural standard with the increase of leisure time. 

For this reason， the bureaucrats responsible for urban planning thought much of constructing public 

facilities， such as parks， citizens' halls and museums， to assure disciplined training. They also intended to 

imbue laborers with a selfawareness as citizens by encouraging them to utilize those public facilities for 

the betterment of their character. 1n this way， the laborers， who were becoming a major force in the 

nation， would also become citizens forming the basis of public opinion on policies， thus freeing the 

bureaucrats of the pressure from regional notables， and allowing them to independently administrate 

urban planning. This article treats the above mentioned affairs as hypothetically important issues in the 

study of urban history. 




